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と子など世代をまたいだ別個人の社会的地位の移動を指す  (Glass and Hall 
1954)．社会移動研究において，産業構造の変動によらない親子間での地位の関
連は，「産業社会において共通である」という FJH命題 (Featherman, Jones and 

























































































































































































































































 本論の構成は，以下のとおりである(図 0.3)．まず 1部として，社会学・教育
社会学・社会階層論における教育達成のとらえ方と，その理論的展開をまとめ



















































1 文部科学省『子どもの学習費調査』（2015年 12月 27日最終閲覧）URL：
〈http://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/chousa03/gakushuuhi/kekka/k_detail/1343235.htm〉  







学に関する出身階層とのかかわりも報告されている（小針 2008，村澤 2011）． 








































































が示される（Bowles 1971; Collins 1971＝1980）．経験的な検証は，多くが葛藤理
 








教育を受ける機会にも階層の影響力が存在することが示されている (Blau and 








年代以降の質的差異を考慮した研究という 3 つの時期に区別できる 









いる（近藤・古田 2011，Breen et al. 2009）ものの，依然として教育機会が階層
から自由になった（図 1.1の A）という証拠は得られていない． 





1990年代以降である（荒牧 1998, 2000, 2008, 2011; 中西 2000，中西・中村・大
内 1997）． 
































































































このモデルの理論的な背景となったのは，Boudon (1973=1983) の IEOモデル
や，Rosenbaum (1979) の「トーナメント型移動モデル」であろう．Boudon 






























 日本においても，高等学校の進学率が 1980年代以降に 9割を超え，高等教育























































































































































































































11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22


























明を与えようとした試みとして Raftery and Hout (1993) の最大格差維持仮説























































ける直接的・間接的な教育の役割にあった．端緒となった Blau and Duncanのパ
スモデルは，図 1.4 のような因果図式を立て，父親の職業，学歴といった階層
要因が教育を介して子どもの地位達成にどの程度の規定力を持っているかを検
証している（Blau and Duncan 1967）．パスモデルは，様々な因果の構造を仮定
することができるため，このモデルに沿った多くの研究が蓄積されている

































































いる（Hauser and Andrew 2006など）．しかし現在では，この方法に対し以下の
ような問題が指摘されている． 
 第 1 に，方法論上の問題として，「観察されない異質性」（Unobserved 




 第 2の問題として，Lucas (2001) の Effectively Maintained Inequality (EMI) と
いう形でとりあげた質的差異である．「進学／非進学」のみを対象にしていたト
ランジションモデルに代わり，質的格差を考慮した「多項トランジションモデ
ル」と呼ばれるアプローチが 2000年以降に登場した（Breen and Jonsson 2000）．
同じ進学者の中でも，「アカデミック／職業訓練コース」といった違いが存在し，



























（Hall and Glass 1954）．クロス集計表の度数（パーセンテージ）の比較から，周
辺度数の影響を取り除いた分析として対数線形モデルが発展した．対数線形モ
デルは，クロス集計表の度数をいくつかのパラメータの積によって再現するこ
とを目的とした手法である（Knoke and Burke 1980; Ishii-Kuntz 1994; Xie 1992, 
1994; Gilbert 1992; 近藤 1997）． 
 OEの関連を移動表形式で示した研究も多数存在する．世代間の学歴移動を分

















期教育 Hの 3者関連で示すことができる．荒牧（1998）はこの 3者の結びつき







































































































































ようとした Breen and Goldthorpe (1997) のモデル（中でも相対リスク回避メカニ
ズム）に着目し，その後の展開を追う． 
2.3以降では Breen and Goldthorpe (1997) のモデル（以後 BGM）を応用し，日
本の教育システムと適合的なモデルの作成を図る．各節で主に 3 通りに発展さ






















































表 2.1 階級ごとの学力分布  表 2.2 階級×学力ごとの進学率 
 𝑅𝑅1 𝑅𝑅2 𝑅𝑅3 計   𝑅𝑅1 𝑅𝑅2 𝑅𝑅3 
𝐶𝐶1 0.60 0.30 0.10 1.00  𝐶𝐶1 0.85 0.75 0.65 
𝐶𝐶2 0.50 0.30 0.20 1.00  𝐶𝐶2 0.70 0.60 0.40 
𝐶𝐶3 0.30 0.40 0.30 1.00  𝐶𝐶3 0.60 0.40 0.20 




 数理モデルを用いた教育機会不平等生成モデルの端緒としては Boudon (1973
＝1983) があげられる．Boudonのモデルの大きな特徴は，教育機会不平等が生
じるメカニズムを 2 つの基本的な原理に落とし込み，さらにその 2 つの原理を
用いて教育機会全体の拡大と不平等の関係を描き出したことである 1．2つの原
理とは，階級による学力分布の差（1 次効果）と学力を統制した上での階級に










































選択理論の枠組みから説明する試みが注目を集めている．その端緒は Breen and 
Goldthorpe (1997) のモデル（BGM）である．BGM は (1)学力の階級・階層差，





 本節では，RRA を中心とした BGM の概要とその問題点に関して概観し，本
論の目的である教育制度による不平等構造の変化を予測できるようなモデル展
表 2.3 教育機会不平等メカニズムモデル化の試み 
 手法 特徴 発展形 
Boudon (1973＝1983) シミュレーション 教育機会不平等発生に関する 2 つの
原理を提示 
潮木（1975），岡田（1977） 
高坂（1987） 数理モデル Boudonのモデルを数理モデル化 岩本（1990） 




Breen and Yaish (2005)，浜田
(2009)，毛塚(2013)など 

























































概念を取り入れたり（Nowak and Sigmunt 1998），完全な合理性を離れて誤謬や















Failure, Leave｝の 3 つであり，それぞれにおいて異なる利得が獲得できる．本
モデルにおける利得は，社会的地位達成の確率であり，それぞれサービスクラ
ス，ワーキングクラス，アンダークラスのいずれかに配分される．その確率は

















図 2.1 BGM 概念図 
 
2.2.3 相対リスク回避説の展開 
Breen and Goldthorpe (1997) のモデルの主要な要素は以下の 3つである．すな


































以上 3つの展開をすべて盛り込んだ研究として，Breen and Yaish (2006) では，
BGM において最大化する目的関数を相対リスク回避の確率ではなく地位達成
によって得られる利得とし，実証可能な命題を導き出した．毛塚（2013）は，










られているパラメータは𝜶𝜶 = [𝛼𝛼1,𝛼𝛼2,𝛼𝛼3],𝜷𝜷 = [𝛽𝛽1,𝛽𝛽2,𝛽𝛽3],𝜸𝜸 = [𝛾𝛾1, 𝛾𝛾2,𝛾𝛾3] の 3 つで
ある 5．これらは 4つの制約(1) 𝛼𝛼1 > 𝛽𝛽1, 𝛼𝛼1 > 𝛾𝛾1, (2)𝛽𝛽1 + 𝛽𝛽2 < 𝛾𝛾1 + 𝛾𝛾2, (3) 𝛽𝛽2/𝛽𝛽1 <


















































た状態で，各段階で｛Stay, Leave｝のどちらかを合理的に選択する．Breen and 









者のほうが大きければ Stay を選択する．すなわち，Pr(S|Stay) > Pr(S|Leave) が
進学の条件となる． 
2段階目における選択肢をそれぞれ Stay2, Leave2とあらわすと，個人がとり
うる選択肢は{(Stay, Stay2), (Stay, Leave2), leave} の 3つとなる．サービスクラ
スに関して，1段階目で進学する条件は， Pr(S|Stay, Stay2) > Pr(S|Leave) ∨ Pr(S|Stay, Leave2) > Pr(S|Leave) 
となる．2 つの条件が or 条件で結ばれていることに注意する．2 段階目でどち
らの選択をするにしても，第 1 段階目で Leave を選択するよりは合理的である
 





 𝜋𝜋𝑖𝑖{𝜆𝜆𝑖𝑖𝜙𝜙1 + (1 − 𝜆𝜆𝑖𝑖)𝜀𝜀1} + (1 − 𝜋𝜋𝑖𝑖)𝛽𝛽1 > 𝛾𝛾1 (2.1) 
          or        𝜋𝜋𝑖𝑖𝛿𝛿1 + (1 − 𝜋𝜋𝑖𝑖)𝛽𝛽1 > 𝛾𝛾1. 
2つの式の違いは第 1項の確率𝜋𝜋𝑖𝑖がかかる事後確率の部分である．ここの大小に
よって 1段階目で成功した際に 2段階目でどちらを選択するかが決定する．  
同様に，ワーキングクラス（W）に関しては 
 𝜋𝜋𝑖𝑖{𝜆𝜆𝑖𝑖(𝜙𝜙1 + 𝜙𝜙2) + (1 − 𝜆𝜆𝑖𝑖)(𝜀𝜀1 + 𝜀𝜀2)} + (1 − 𝜋𝜋𝑖𝑖)(𝛽𝛽1 + 𝛽𝛽2) > 𝛾𝛾1 + 𝛾𝛾2 (2.2) 
    or       𝜋𝜋𝑖𝑖(𝛿𝛿1 + 𝛿𝛿2) + (1 − 𝜋𝜋𝑖𝑖)(𝛽𝛽1 + 𝛽𝛽2) > 𝛾𝛾1 + 𝛾𝛾2 
となる．1 段階目で進学を選択し，成功したものは 2 段階目でも同様に意思決
定を行う．ここで用いる条件は，S, Uに対してそれぞれ 
 S: 𝜆𝜆𝑖𝑖𝜙𝜙1 + (1 − 𝜆𝜆𝑖𝑖)𝜀𝜀1 > 𝛿𝛿1 (2.3) 































と な る ． た だ し ， 𝑑𝑑1(𝜆𝜆) = 𝛾𝛾1−𝛽𝛽1{𝜆𝜆(𝜙𝜙1−𝜀𝜀1)+(𝜀𝜀1−𝛽𝛽1)} ,𝑑𝑑3(𝜆𝜆) = 𝛽𝛽3−𝛾𝛾3{𝜆𝜆(𝜀𝜀3−𝜙𝜙3)+(𝛽𝛽3−𝜀𝜀3)} ,𝜃𝜃1∗ = 𝛿𝛿1−𝜀𝜀1𝜙𝜙1−𝜀𝜀1 ,𝜅𝜅1∗ =
𝛾𝛾1−𝛽𝛽1
𝛿𝛿1−𝛽𝛽1
























 本節では，前節までに示した BG モデルを多項選択，すなわちある学校段階
に上位校／下位校といったタイプがある社会を表現できる形に書き換えていく．
図 2.3 はそのイメージ図である．まず，個人が Stay と Leave の選択肢のうち 1
つを選ぶこと，そして Leaveの先のノードには確率𝜸𝜸によって配分される到達階
級があることは変わっていない．一方 Stay の先のノードは，2 つ以上の分岐が
ある．BGでは成功か失敗しかなかった教育達成が，複数のヴァリエーションを
持っている．Stayを選択した際に各教育達成𝑘𝑘 (𝑘𝑘 = 1,2, … ,𝐾𝐾) に到達する確率を
𝜋𝜋𝑘𝑘とする．そして，ある教育達成 k から 3 つの到達階級へ至る確率は
𝜶𝜶𝑘𝑘 = (𝛼𝛼𝑘𝑘1,𝛼𝛼𝑘𝑘2,𝛼𝛼𝑘𝑘3)とする 8．これらのモデル化から，直ちに∑ 𝜋𝜋𝑘𝑘𝐾𝐾𝑘𝑘=1 = ∑ 𝛼𝛼𝑘𝑘𝑑𝑑3𝑑𝑑=1 =
∑ 𝛾𝛾𝑑𝑑
3
𝑑𝑑=1 = 1 がわかる．このモデルにおいては，Stayを選択した場合，確率的に
いずれかの教育達成に割り振られるという仮定を置いている． 
 ここまでの展開で，オリジナルの BGM の仮定がどのように変化するかを確
認する．2.2.4で確認した 4つの仮定は，以下のように書き換える． 
i) 𝛼𝛼11 > 𝛼𝛼21 > ⋯ > 𝛼𝛼𝐾𝐾1,∃𝑘𝑘 {𝛼𝛼𝑘𝑘1 > 𝛾𝛾1},𝛼𝛼13 < 𝛼𝛼23 < ⋯ < 𝛼𝛼𝐾𝐾3 
ii) ∃𝑘𝑘′  ∀𝑘𝑘≥𝑘𝑘′  {𝛼𝛼𝑘𝑘1 + 𝛼𝛼𝑘𝑘2 < 𝛾𝛾1 + 𝛾𝛾2} 
iii) 𝛾𝛾2
𝛾𝛾1
≥ 1,∀𝑘𝑘 �𝛾𝛾2𝛾𝛾1 ≥ 𝛼𝛼𝑘𝑘2𝛼𝛼𝑘𝑘1� 
iv) 𝛼𝛼11 > 0.5 
i) 最初の仮定は，進学成功者が最も大きな Sクラスへの到達確率を持つとい
うものである．1 つ目は S 階級に到達する確率は，より高い教育達成をした場
合に高くなることを示している．2 つ目は，複数の教育達成のうち，少なくと
 























E𝑆𝑆(𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠) = Pr(𝑆𝑆|𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠) = � 𝜋𝜋𝑖𝑖𝑘𝑘𝛼𝛼𝑘𝑘1𝐾𝐾
𝑘𝑘=1
 ES(𝑙𝑙𝑙𝑙𝑠𝑠𝑙𝑙𝑙𝑙) = Pr(𝑆𝑆|𝑙𝑙𝑙𝑙𝑠𝑠𝑙𝑙𝑙𝑙) = 𝛾𝛾1  
E𝑊𝑊(𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠) = Pr(𝑆𝑆 ∨𝑊𝑊|𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠) = � 𝜋𝜋𝑖𝑖𝑘𝑘(𝛼𝛼𝑘𝑘1 + 𝛼𝛼𝑘𝑘2)𝐾𝐾
𝑘𝑘=1
 EW(𝑙𝑙𝑙𝑙𝑠𝑠𝑙𝑙𝑙𝑙) = Pr(𝑆𝑆 ∨𝑊𝑊|𝑙𝑙𝑙𝑙𝑠𝑠𝑙𝑙𝑙𝑙) = 𝛾𝛾1 + 𝛾𝛾2  
S クラスに関して進学を選択した際の利得は，割り振られた学校タイプ k によ
る S クラス到達確率𝛼𝛼𝑘𝑘1とタイプ k に割り振られる確率𝜋𝜋𝑖𝑖𝑘𝑘の積を k に関して総
和することで求められる．W クラスに関しては S または W クラスの到達確率(𝛼𝛼𝑘𝑘1 + 𝛼𝛼𝑘𝑘2)を使う．ここから，S 階級，W 階級の出身者が進学を選択する条件
式はそれぞれ S:� 𝜋𝜋𝑖𝑖𝑘𝑘𝛼𝛼𝑘𝑘1𝐾𝐾
𝑘𝑘=1
> γ1 𝑊𝑊:� 𝜋𝜋𝑖𝑖𝑘𝑘(𝛼𝛼𝑘𝑘1 + 𝛼𝛼𝑘𝑘2)𝐾𝐾
𝑘𝑘=1



























 𝜋𝜋(𝑥𝑥𝑖𝑖)𝑘𝑘 = 𝐹𝐹𝜀𝜀(𝜏𝜏𝑘𝑘−1 − 𝑥𝑥𝑖𝑖) − 𝐹𝐹𝜀𝜀(𝜏𝜏𝑘𝑘 − 𝑥𝑥𝑖𝑖)  
ただし𝐹𝐹(𝜏𝜏0) = 0,𝐹𝐹(𝜏𝜏𝐾𝐾) = 1 とする． 
  












を満たす𝑥𝑥∗, 𝑥𝑥′を考えると，左辺はそれぞれ xの増加関数（Appendix Aに証明を
記す）であるため，𝑥𝑥 > 𝑥𝑥∗ ⇒ ∑ 𝜋𝜋𝑘𝑘𝛼𝛼𝑘𝑘1𝑘𝑘 > 𝛾𝛾1, 𝑥𝑥 > 𝑥𝑥′ ⇒  ∑ 𝜋𝜋𝑘𝑘(𝛼𝛼𝑘𝑘1 + 𝛼𝛼𝑘𝑘2)𝑘𝑘 > (𝛾𝛾1 + 𝛾𝛾2) 
である．このとき，𝑥𝑥∗ < 𝑥𝑥′ならば，∑ 𝜋𝜋𝑘𝑘𝛼𝛼𝑘𝑘1𝑘𝑘 > 𝛾𝛾1,∑ 𝜋𝜋𝑘𝑘(𝛼𝛼𝑘𝑘1 + 𝛼𝛼𝑘𝑘2)𝑘𝑘 < (𝛾𝛾1 + 𝛾𝛾2) と
なる xは存在するが，∑ 𝜋𝜋𝑘𝑘𝛼𝛼𝑘𝑘1𝑘𝑘 < 𝛾𝛾1,∑ 𝜋𝜋𝑘𝑘(𝛼𝛼𝑘𝑘1 + 𝛼𝛼𝑘𝑘2)𝑘𝑘 > (𝛾𝛾1 + 𝛾𝛾2)となる xは存在
しない．つまり，∑ 𝜋𝜋𝑘𝑘(𝛼𝛼𝑘𝑘1 + 𝛼𝛼𝑘𝑘2)𝑘𝑘 > 𝛾𝛾1 + 𝛾𝛾2 ⇒ ∑ 𝜋𝜋𝑘𝑘𝛼𝛼𝑘𝑘1𝑘𝑘 > 𝛾𝛾1 であり，ここから 







∑ 𝜋𝜋(𝑥𝑥𝑖𝑖∗)𝑘𝑘𝛼𝛼𝑘𝑘1𝐾𝐾𝑘𝑘=1 = 𝛾𝛾1かつ，∑ 𝜋𝜋(𝑥𝑥𝑖𝑖∗)𝑘𝑘(𝛼𝛼𝑘𝑘1 + 𝛼𝛼𝑘𝑘2)𝐾𝐾𝑘𝑘=1 < 𝛾𝛾1 + 𝛾𝛾2 
たる𝑥𝑥∗が存在する． 
 
2 つ目の方程式は，1 つ目の方程式から∑ 𝜋𝜋(𝑥𝑥𝑖𝑖∗)𝑘𝑘𝛼𝛼𝑘𝑘2𝐾𝐾𝑘𝑘=1 < 𝛾𝛾2と簡略化できる．
この命題を図示すると図 2.6 のようなイメージになる．横軸は能力水準 x を表
している．2 本の曲線のうち上側の点線で表されているのはE𝑊𝑊(𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠)，下側の
実線で表されているのが E𝑆𝑆(𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠)である．同じ能力水準の場合は必ずE𝑆𝑆(𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠) < 𝐸𝐸𝑊𝑊(𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠) が成り立つ．2 本の直線は，上側がES(𝑙𝑙𝑙𝑙𝑠𝑠𝑙𝑙𝑙𝑙) = 𝛾𝛾1 + 𝛾𝛾2，下
側がEW(𝑙𝑙𝑙𝑙𝑠𝑠𝑙𝑙𝑙𝑙) = 𝛾𝛾1を表す．各クラスに対して，直線よりも曲線が上側にある領
域が，進学することが合理的となる領域である．S クラスにおいては能力水準
が 50 を超えたあたりから ES(𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠) > 𝐸𝐸𝑆𝑆(𝑙𝑙𝑙𝑙𝑠𝑠𝑙𝑙𝑙𝑙)となる一方， EW(𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠) >
𝐸𝐸𝑊𝑊(𝑙𝑙𝑙𝑙𝑠𝑠𝑙𝑙𝑙𝑙) となるのは 60程度の能力水準を上回らなければならない．このとき， 
� 𝜋𝜋(𝑥𝑥𝑖𝑖∗)𝑘𝑘𝛼𝛼𝑘𝑘1𝐾𝐾
𝑘𝑘=1
= γ1 � 𝜋𝜋(𝑥𝑥𝑖𝑖′)𝑘𝑘(𝛼𝛼𝑘𝑘1 + 𝛼𝛼𝑘𝑘2)𝐾𝐾
𝑘𝑘=1




能力水準 50 から 60 の間では，S クラスでは進学，W クラスでは非進学が合理
的となる．その他の領域ではどちらのクラスも選択肢は同じになる（60以上な
ら進学，50以下なら非進学）から，能力の分布が同じであったとしても出身階
級による進学率の差が生じうる．この命題は K=2 すなわちオリジナルの BGM
においても成立する．K=2のとき，𝜋𝜋(𝑥𝑥𝑖𝑖)1が決まれば𝜋𝜋(𝑥𝑥𝑖𝑖)2も一意に決まり，方












分布に従うとする．𝑥𝑥∗が∑ 𝜋𝜋(𝑥𝑥∗)𝑘𝑘𝛼𝛼𝑘𝑘1𝐾𝐾𝑘𝑘=1 = 𝛾𝛾1を満たすとき，Sクラスの進学率は
能力の分布関数を用いて1 − 𝐹𝐹𝑋𝑋𝑆𝑆(𝑥𝑥∗)と表せる．W クラスの進学率が S クラスと
同等になるのは，1 − 𝐹𝐹𝑋𝑋𝑊𝑊(𝑥𝑥∗ − 𝛥𝛥) = 1 − 𝐹𝐹𝑋𝑋𝑆𝑆(𝑥𝑥∗)すなわち𝐹𝐹𝑋𝑋𝑊𝑊(𝑥𝑥∗ − 𝛥𝛥) = 𝐹𝐹𝑋𝑋𝑆𝑆(𝑥𝑥∗)と
なるときである（𝐹𝐹𝑋𝑋𝑊𝑊(∙)は W クラスの分布関数，また𝛥𝛥 = 𝜇𝜇𝑆𝑆 − 𝜇𝜇𝑊𝑊）．W クラス
で進学が合理的に至る能力水準𝑥𝑥′が𝑥𝑥∗ − 𝛥𝛥よりも大きければ，W クラスの進学
率は S クラスよりも小さくなる（図 2.7）．これらから，さきに示したものと同
様に，進学率の階級差の発生条件は 
 





∑ 𝜋𝜋(𝑥𝑥𝑖𝑖∗)𝑘𝑘𝛼𝛼𝑘𝑘1𝐾𝐾𝑘𝑘=1 = 𝛾𝛾1 かつ，∑ 𝜋𝜋(𝑥𝑥𝑖𝑖∗ − 𝛥𝛥)𝑘𝑘(𝛼𝛼𝑘𝑘1 + 𝛼𝛼𝑘𝑘2)𝐾𝐾𝑘𝑘=1 < 𝛾𝛾1 + 𝛾𝛾2 
たる𝑥𝑥∗が存在する． 
となる．前段と後段の左辺が異なる形であるため前節のような単純化はできな
いが，∑ 𝜋𝜋(𝑥𝑥𝑖𝑖∗)𝑘𝑘𝛼𝛼𝑘𝑘1𝐾𝐾𝑘𝑘=1 = 𝛾𝛾1が成り立つとき，∑ 𝜋𝜋(𝑥𝑥𝑖𝑖∗ − 𝛥𝛥)𝑘𝑘𝛼𝛼𝑘𝑘1𝐾𝐾𝑘𝑘=1 < 𝛾𝛾1となるため，






















人は，第 1 段階で教育機関に留まる Stay1 か教育を終えて労働市場に参入する
Leave1かを選択する．Stay1を選択した場合，確率的に教育機関 𝑗𝑗∈ℕ (1 < 𝑗𝑗 < 𝐽𝐽) 
に割り振られる．それぞれの教育機関に割り振られる確率はその教育機関およ
び個人の能力によって決まる．ここでは𝜋𝜋𝑖𝑖𝑗𝑗とする．教育機関 j を終えると，再
び進学 Stay2 か離学 Leave2 を選択する．Stay2 を選択した者は，次の教育機関
𝑘𝑘∈ℕ (1 < 𝑘𝑘 < 𝐾𝐾) 確率𝜆𝜆𝑖𝑖𝑗𝑗𝑘𝑘 で割り振られる．先の𝜋𝜋𝑖𝑖𝑗𝑗と比べると，1回目の進学先
jによって，2回目の教育達成の分布も異なるという点に注意する．最終的な教
育達成 kに対し，到達階層がそれぞれ𝜶𝜶𝑘𝑘 = (𝛼𝛼𝑘𝑘1,𝛼𝛼𝑘𝑘2,𝛼𝛼𝑘𝑘3)で与えられる． 
 一方 Leave2 を選んだものは，最終教育達成 j に対して，それぞれ𝜷𝜷𝑗𝑗 =(𝛽𝛽𝑗𝑗1,𝛽𝛽𝑗𝑗2,𝛽𝛽𝑗𝑗3)の確率で，各階層に到達する．1度目の選択で Leave1を選択した者































このようにモデルを定義するとき BGM における 4 つの仮定のうち最初の 2
つは以下のように一般化できる． 
i) 𝛼𝛼11 > 𝛼𝛼21 > ⋯ > 𝛼𝛼𝐾𝐾1,    𝛼𝛼13 < 𝛼𝛼23 < ⋯ < 𝛼𝛼𝐾𝐾3,   ∃𝑘𝑘 �𝛼𝛼𝑘𝑘1 > 𝛽𝛽𝑗𝑗1� ,∃𝑗𝑗 �𝛽𝛽𝑗𝑗1 > 𝛾𝛾1� 
















 いまサービスクラス出身者が，教育機関 j を終え，Stay2, Leave2 の選択肢を
持っている．それぞれの期待利得を計算すると以下のようになる． ES(𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠2|𝑗𝑗) = � 𝜆𝜆𝑖𝑖𝑗𝑗𝑘𝑘 𝛼𝛼𝑘𝑘1𝐾𝐾
𝑘𝑘
 ES(𝐿𝐿𝑙𝑙𝑠𝑠𝑙𝑙𝑙𝑙2|𝑗𝑗) = 𝛽𝛽𝑗𝑗1  
 2段階目で教育機関 kに到達する確率は，1段階目でどの教育段階を経たかに








 1段階目で Stay1を選択した際の期待利得は， 







 ES(𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠1) > ES(𝐿𝐿𝑙𝑙𝑠𝑠𝑙𝑙𝑙𝑙1) 
⇒� �𝜋𝜋𝑖𝑖𝑗𝑗 × max�𝐸𝐸𝑆𝑆(𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠2|𝑗𝑗),𝐸𝐸𝑆𝑆(𝐿𝐿𝑙𝑙𝑠𝑠𝑙𝑙𝑙𝑙2|𝑗𝑗)��𝐽𝐽
𝑗𝑗




> 𝛾𝛾1 ∨  � 𝜋𝜋𝑖𝑖𝑗𝑗 𝐸𝐸𝑆𝑆(𝐿𝐿𝑙𝑙𝑠𝑠𝑙𝑙𝑙𝑙2|𝑗𝑗)𝐽𝐽
𝑗𝑗
> 𝛾𝛾1 















 𝝅𝝅𝑖𝑖𝑡𝑡𝛬𝛬𝑖𝑖𝜶𝜶1 > 𝛾𝛾1 ∨ 𝝅𝝅𝑖𝑖𝑡𝑡𝜷𝜷1 > 𝛾𝛾1 （2.9） 








> 𝛾𝛾1 + 𝛾𝛾2 ∨  � 𝜋𝜋𝑖𝑖𝑗𝑗 (𝛽𝛽𝑘𝑘1 + 𝛽𝛽𝑘𝑘2)𝐽𝐽
𝑗𝑗
> 𝛾𝛾1 + 𝛾𝛾2. 
ベクトル表記であらわせば 




 パラメータを次のように固定し 13，能力による進学期待値の挙動を図 2.10で
確認する． 
Α = �0.7 0.3 00.4 0.3 0.30.2 0.4 0.4� ,Β = �0.1 0.5 0.40.2 0.4 0.40.4 0.4 0.2�  𝜏𝜏𝑗𝑗 = � 1.5−0.5� ,𝜓𝜓𝑗𝑗 = � 10−0.5� , 𝜏𝜏𝑘𝑘(2) = � 1−1� ,𝛄𝛄 = �0.350.350.3 � 
第 1 段階，第 2 段階ともに 3 つの教育達成で構成され，第 1段階における教育
達成は能力 1.5，－0.5で分割され，進学後能力の平均値が上位校から順に 1，0，
－0.5だけ増加する．第 2段階は能力 1と－1の前後で 3つの教育達成が配分さ
れるものとする． 
 このときの式(2.9)(2.10)を満たす領域を示すと図 2.10のようになる．4本の曲


















 𝑠𝑠. 𝑠𝑠.   𝐷𝐷𝑆𝑆 = {𝑥𝑥| 𝝅𝝅𝑖𝑖𝑡𝑡𝛬𝛬𝑖𝑖𝜶𝜶1 < 𝛾𝛾1  ∧  𝝅𝝅𝑖𝑖𝑡𝑡𝜷𝜷1 < 𝛾𝛾1},𝐷𝐷𝑊𝑊 = {𝑥𝑥| 𝝅𝝅𝑖𝑖𝑡𝑡𝛬𝛬𝑖𝑖(𝜶𝜶1 + 𝜶𝜶2) < 𝛾𝛾1 + 𝛾𝛾2   ∧   𝝅𝝅𝑖𝑖𝑡𝑡(𝜷𝜷1 + 𝜷𝜷2) < 𝛾𝛾1 + 𝛾𝛾2} 














「謎」は多い．例を挙げると，まず第 1 に BGM のもとで教育達成過程，地位
達成過程がどのような様相を呈すのかがはっきりしていないことが挙げられる．
 















































ごとに変化しない」という仮定の下で正当化される．例えばC1出身の子弟の最初の進学率は(0.6 × 0.85 + 0.3 × 0.75 + 0.1 × 0.65 =)0.8，次の段階では(0.6 × 0.852 + 0.3 × 0.752 + 0.1 × 0.652 =)0.6445
になるが，進学者の中で能力が再び 0.6, 0.3, 0.1と配分されるならば，次の段階の進学率は0.8 ×(0.6 × 0.85 + 0.3 × 0.75 + 0.1 × 0.65) = 0.64となる． 
3 計量研究で相対リスク回避説を直接検証できない原因は，そもそも，どのような命題が支持されれば
RRAの存在を証明できたことになるのかが明確でないことが大きい． 
4 同じく教育機会の不平等をベイズ学習の理論を用いてモデル化した Breen (1999) なども，いわばアイ
デアを提示したものであり，数学的な厳密性や一貫性が保たれていない． 





7 第 2項が 0，さらに∂𝑓𝑓
∂λ
= 0とすると 1段階モデルの条件式�𝛼𝛼1−𝛾𝛾1
𝛼𝛼1−𝛽𝛽1 > 𝛾𝛾3−𝛼𝛼3𝛽𝛽3−𝛼𝛼3�と同値になる． 
8 K=2のとき𝜶𝜶2 = (𝛼𝛼21,𝛼𝛼22,𝛼𝛼23)は BGモデルでいう𝜷𝜷 と同一である． 
9 このように示すとき𝜋𝜋はℝを𝒆𝒆1 = (1,0,0), 𝒆𝒆2 = (0, 1,0), 𝒆𝒆3 = (0, 0, 1) の 3つのベクトルで生成される 2次元
上の単位単体(Single Symplex)に移す関数となり，期待利得は𝜶𝜶1 = (𝛼𝛼11, 0,0),𝜶𝜶2 = (0,𝛼𝛼21, 0),𝜶𝜶3 =(0, 0,𝛼𝛼31)で生成される 2次元単体上の点となる． 
10 別の表記をすれば，「𝑋𝑋∗: {𝑥𝑥|∑ 𝜋𝜋𝑘𝑘𝛼𝛼𝑘𝑘1𝑘𝑘 > 𝛾𝛾1},𝑋𝑋′: {𝑥𝑥|∑ 𝜋𝜋𝑘𝑘(𝛼𝛼𝑘𝑘1 + 𝛼𝛼𝑘𝑘2)𝑘𝑘 > 𝛾𝛾1 + 𝛾𝛾2}に対して，𝑋𝑋∗ ⊃ 𝑋𝑋. したが
って，Pr(𝑥𝑥 ∈ 𝑋𝑋∗) > Pr(𝑥𝑥 ∈ 𝑋𝑋′)」と同じことを示している． 
11 このモデルをさらに発展させ，中学校段階の分化を組み込むこともできる．しかし中学校段階の進学
は「Leave」という選択肢が基本的にはないため，自己相似形なグラフをもう一つ追加するのではなく，
図 2.8と同系のグラフが並列する．詳しくは 5章で論じる． 
12 学校によって一律に平均値が変化することを仮定している．上位校で能力が下がってしまったり，下
位校で能力が上昇するというパターンは一切想定していない． 





減少関数となり，Sクラス全体の進学率はmin(Pr(𝝅𝝅𝑖𝑖𝑡𝑡𝛬𝛬𝑖𝑖𝜶𝜶1 > 𝛾𝛾1) + Pr(𝝅𝝅𝑖𝑖𝑡𝑡𝜷𝜷1 > 𝛾𝛾1) , 1)となる． 
14 Ds ⊆ 𝐷𝐷𝑊𝑊ならば式(2.11)は常に成り立つが，逆は必ずしも成り立たない．なお，本章で示した 3つのモ




























ルの数理的側面を整理し，さらに Hauser and Andrew (2006) が用いた Logistic 







































𝑦𝑦𝑦𝑦𝑦𝑦𝑦𝑦 = 𝛽𝛽0 + 𝛽𝛽1𝑥𝑥𝑖𝑖 (3.1) 
 log�Pr�𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖𝑑𝑑 = 1| 𝑦𝑦𝑖𝑖(𝑖𝑖−1)𝑑𝑑 = 1�Pr�𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖𝑑𝑑 = 0| 𝑦𝑦𝑖𝑖(𝑖𝑖−1)𝑑𝑑 = 1�� = 𝛽𝛽0𝑖𝑖 + 𝛽𝛽1𝑖𝑖𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖 (3.2) 
式 3.1の𝑦𝑦𝑖𝑖
𝑦𝑦𝑦𝑦𝑦𝑦𝑦𝑦 は個人の教育年数，式 3.2の𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖𝑑𝑑  は個人 iの教育機関 jに関する移
行の成否を示すダミー変数である．式 3.2 は左辺が移行の成否確率の対数オッ
ズ比になっているが，各学校段階における移行確率はそれより前の学校段階を
経たという条件(𝑦𝑦𝑖𝑖(𝑖𝑖−1)𝑑𝑑 = 1)付きの確率である．辺々に添え字 j がついているこ
とからわかるように，それぞれの教育機関に対して個人内でそれぞれ成否があ














果を持つという「階層効果逓減現象」（Declining Family Background Effect）が発
見されている(Blossfeld and Shavit 1993; Treiman and Yamaguchi 1993; 鹿又 2006; 
Mare and Chang 2006; Müller and Karle 1993) 1 ． 
トランジションアプローチは教育機会の不平等をとらえる分析視角として広
く用いられた．多くの追試によって，階層効果逓減現象は世界的，通時的に共
通の傾向として見出されている (Shavit and Blossfeld eds 1993,  Mare and Chang 
2006, Breen and Jonsson 2005など)．日本においては，1975年の SSMデータを用






















 log� 𝑝𝑝𝑖𝑖𝑖𝑖1 − 𝑝𝑝𝑖𝑖𝑖𝑖� = 𝛽𝛽0𝑖𝑖 + �𝛽𝛽𝑖𝑖𝑗𝑗𝑋𝑋𝑖𝑖𝑖𝑖𝑗𝑗𝐾𝐾𝑗𝑗=1  (3.3) 























 以上の課題に取り組むに当たり，Hauser and Andrew (2006) が提示したモデル
ID 高校 大学 親学歴 
1 1 1 大学 
2 1 0 大学 
3 0 0 高校 
4 1 0 高校 
5 1 1 高校 
6 1 0 中学 
7 1 1 高校 
・・・・・・ 
 
 ID 進学 親学歴 大学インデックス 
1 1 大学 0 
1 1 大学 1 
2 1 高校 0 
2 0 高校 1 
3 0 高校 0 
4 1 高校 0 
4 0 高校 1 
・・・・・・ 
 







Regression with Partial Proportionality Constraints: LRPPC)を提案した．LRPPCモ
デルは以下の式であらわされる． 
 log� 𝑝𝑝𝑖𝑖𝑖𝑖1 − 𝑝𝑝𝑖𝑖𝑖𝑖� = 𝛽𝛽0𝑖𝑖 + 𝜆𝜆𝑖𝑖 �𝛽𝛽𝑗𝑗𝑋𝑋𝑖𝑖𝑖𝑖𝑗𝑗𝑗𝑗′𝑗𝑗=1 + � 𝛽𝛽𝑖𝑖𝑗𝑗𝑋𝑋𝑖𝑖𝑖𝑖𝑗𝑗𝐾𝐾𝑗𝑗′+1  (3.4) 


















 i:個人，j:移行，t:世代  





































 式 3.6は第 2項と第 3項をまとめて 
 log� 𝑝𝑝𝑖𝑖𝑖𝑖1 − 𝑝𝑝𝑖𝑖𝑖𝑖� = 𝛽𝛽0𝑖𝑖𝑖𝑖 + �𝜆𝜆𝑖𝑖 + 𝛾𝛾𝑖𝑖��𝛽𝛽𝑗𝑗𝑋𝑋𝑖𝑖𝑖𝑖𝑗𝑗𝑗𝑗′𝑗𝑗=1 + � 𝛽𝛽𝑖𝑖𝑗𝑗𝑖𝑖𝑋𝑋𝑖𝑖𝑖𝑖𝑗𝑗𝐾𝐾𝑗𝑗′+1  (3.7) 







 log� 𝑝𝑝𝑖𝑖𝑖𝑖1 − 𝑝𝑝𝑖𝑖𝑖𝑖� = 𝛽𝛽0𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝜆𝜆𝑖𝑖𝑖𝑖�𝛽𝛽𝑗𝑗𝑋𝑋𝑖𝑖𝑖𝑖𝑗𝑗𝑖𝑖𝑗𝑗′𝑗𝑗=1 + � 𝛽𝛽𝑗𝑗𝑋𝑋𝑖𝑖𝑖𝑖𝑗𝑗𝑖𝑖𝐾𝐾𝑗𝑗′+1  (3.8) 












 先に示した LRPPCと比較して，PPCCと CDPCは，比例制約をかける次元が
1つ増加している．したがって，比例制約のパラメータには，追加的な制約を
課さなければならない．まず PPCCにおいて，𝜆𝜆1 = 1 は同様である．これに加
えてγには基準となるコーホートに対し，γ1 = 0 という制約をおく．これは，移
行とは違い個人にコーホートがネストする Person-cohortデータを作成できない
ことによるものである．すなわち，コーホート t の，移行 j>1 に関する階層効
果は�1 + λj + γt�Σ𝛽𝛽𝑗𝑗𝑋𝑋𝑖𝑖𝑖𝑖𝑗𝑗𝑖𝑖 となる． 
 CDPCでは，比例制約のパラメータは𝜆𝜆𝑖𝑖𝑖𝑖となり(𝐽𝐽 − 1) × (𝑇𝑇 − 1) 個推定され，
そして𝜆𝜆11 = 1すなわち基準コーホートの第 1トランジションを基準にした推定
値となる．さらに，各移行，各コーホートのパラメータは，それぞれの基準と
なる移行およびパラメータに対する増分として推定される．コーホート t の，

















Cohort 1 Cohort 2 Cohort 3 Cohort 4







Cohort 1 Cohort 2 Cohort 3 Cohort 4









































表 3.1 LRPPC の推定結果 
  男性   女性 
 Coef. Std. Err.    Coef. Std. Err.   
Independent Effect               
高校 -0.451 (0.207) *  -0.344 (0.136) * 
高等教育 -3.432 (0.215) ***  -4.156 (0.207) *** 
コーホート 0.036 (0.007) ***  0.087 (0.007) *** 
コーホート×高等教育 -0.060 (0.008) ***  -0.067 (0.008) *** 
        
Multiplicative Effect               
高校 1.000    1.000 ――  
高等教育 -0.116 (0.070) *  -0.190 (0.054) *** 
コーホート        
コーホート×高等教育      
コーホート 2乗      
(コーホート×高等教育)2乗      
        
Multiple Component               
父教育年数 0.253 (0.020) ***  0.273 (0.019) *** 
父職威信スコア 0.029 (0.004) ***  0.029 (0.003) *** 
兄弟姉妹数 -0.278 (0.030) ***  -0.185 (0.027) *** 
                
N of Transition 4412   5218 
N of individual 2593   3134 
Log likelihood -1980.5795   -2060.3666 
BIC 4028.2956     4189.2122 
***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05, †: p < 0.1 
Estimated by Stata 13.1 "ml" function 
なり，兄弟姉妹数 1人の増加につき，進学確率は高校で 0.76倍，高等教育で 0.78
















表 3.2 モデル比較の結果 （男性） 
   Model df LogLik contrast p 
M1 Constant intercept 1 -2847.0099 
  
M2 Intercept for each transition and cohort 6 -2240.1064 M1 0.000  
M3 Partial Proportional constraints (LRPPC) 9 -1980.5795 M2 0.000  
M4 Partial Proportional constraints on cohort (PPCC) 10 -1980.4236 M3 0.577  
M5 
Cohort differentials of proportional constrains for  
transition (CDPC) 
11 -1979.7992 M4 0.264  
M6 Quadratic Cohort effect of proportional constraints (CDPC2) 13 -1979.2975 M5 0.606  
      
 
表 3.3 モデル比較（女性） 
   Model df LogLik contrast p 
M1 Constant intercept 1 -3519.2566 
  
M2 Intercept for each transition and cohort 6 -2316.2796 M1 0.000  
M3 Partial Proportional constraints (LRPPC) 9 -2060.3666 M2 0.000  
M4 Partial Proportional constraints on cohort (PPCC) 10 -2059.7431 M3 0.264  
M5 
Cohort differentials of proportional constrains for  
transition (CDPC) 
11 -2058.9344 M4 0.203  
M6 Quadratic Cohort effect of proportional constraints (CDPC2) 13 -2041.2602 M5 0.000  
 
表 3.4 男性の分析結果 
  PPCC   CDPC   CDPC2 
 
Coef. Std. Err.   
 
Coef. Std. Err.   
 
Coef. Std. Err.   
Independent Effect                     




-0.320 (0.166) † 
高等教育 -3.394 (0.202) *** 
 
-3.459 (0.245) *** 
 
-3.503 (0.217) *** 
コーホート 0.041 (0.010) *** 
 
0.061 (0.014) *** 
 
0.054 (0.015) *** 
コーホート×高等教育 -0.058 (0.008) *** 
 
-0.084 (0.018) *** 
 
-0.082 (0.019) *** 
            Multiplicative Effect                     
高校 1.000 
   
1.000 
   
1.000 
  






コーホート -0.002 (0.003) 
  















       
0.000 (0.000) 
 
            Multiple Component                     
父教育年数 0.250 (0.018) *** 
 
0.232 (0.018) *** 
 
0.245 (0.017) *** 
父職威信スコア 0.028 (0.004) *** 
 
0.026 (0.004) *** 
 
0.027 (0.003) *** 
兄弟姉妹数 -0.267 (0.034) *** 
 
-0.241 (0.031) *** 
 
-0.253 (0.035) *** 
                        


















            
***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05, †; p < 0.1 


















































定的な推移が読み取れる（表 3.5における Multiplicative Effectのコーホート係数
とコーホート×高等教育係数がほとんど打ち消しあう数値になっていることか
 表 3.5 女性の分析結果 
  PPCC   CDPC   CDPC2 
 
Coef. Std. Err.   
 
Coef. Std. Err.   
 
Coef. Std. Err.   
Independent Effect                     




-1.018 (0.167) *** 
高等教育 -4.075 (0.227) *** 
 
-4.136 (0.210) *** 
 
-4.305 (0.294) *** 
コーホート 0.100 (0.010) *** 
 
0.130 (0.016) *** 
 
0.074 (0.013) *** 
コーホート×高等教育 -0.061 (0.010) *** 
 
-0.101 (0.021) *** 
 
-0.058 (0.023) * 
            Multiplicative Effect                     










-0.263 (0.067) *** 
コーホート -0.004 (0.003) 
  
-0.016 (0.006) ** 
 
-0.006 (0.003) † 
コーホート×高等教育 
   





       
-0.001 (0.000) *** 
(コーホート×高等教育)2乗 
       
0.000 (0.000) * 
           Multiple Component                     
父教育年数 0.258 (0.019) *** 
 
0.225 (0.017) *** 
 
0.329 (0.023) *** 
父職威信スコア 0.028 (0.003) *** 
 
0.024 (0.003) *** 
 
0.035 (0.003) *** 
兄弟姉妹数 -0.172 (0.027) *** 
 
-0.144 (0.025) *** 
 
-0.174 (0.029) *** 
                        


















         
***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05, †: p < 0.1 





















































和を迎えた中等教育における階層差は減少傾向にあった．Raftery and Hout 
(1993)は，教育機会の拡大が，階層構造の上位に位置づく人々の教育達成欲求に
こたえてもなお機会の拡大が続くときに階層差が縮小するという MMI 





















































本章の第 2の課題はモデル上の問題である．Hauser and Andrew (2006) が提唱

















異に関しては Breen and Jonsson (2000) が多項トランジションモデル 
(Multinomial Transition Model; MTモデル) を提唱してから，日本でも同様の分析


























2 この語は Hauser and Andrew (2006) が用いたものであり，Mare は Person-Decisionの語を用いて
いる(Mare and Chang 2006)． 
3 高校非進学によるデータの打ち切りを行うことにより，高校進学の成否と大学進学の成否が個人内で
漸近的な独立性を保つことが知られている(Mare 1980, 1981; Breen and Jonsson 2000)．この性質は
分析に対して都合がいいだけでなく，「前期の成功が後期の成功を約束しない」というトーナメント型
移動モデルとも親和性を持っている． 
4 K個すべての変数に比例制約を仮定すれば，推定するパラメータの数は𝐾𝐾 + 𝐽𝐽 − 1個となる．この際のモ
デルは構造方程式モデリングの中の MIMIC (multiple indicator multiple cause)モデルと同等になる． 
5 彼らが用いたデータ（OCG）データは，同一コーホートのパネルデータであったため，コーホート比
較が不可能であった． 
6 本論ではコーホートの効果として出生年 cを用いるため，正確には�1 + 𝜆𝜆𝑖𝑖1 + 𝑐𝑐𝜆𝜆1𝑖𝑖 + 𝑐𝑐𝜆𝜆𝑖𝑖𝑖𝑖�𝛴𝛴𝛽𝛽𝑋𝑋である． 
7 本章の分析に用いられる変数は 1995年データでも完備されている．しかし，95年データでは，4章
で扱う最重要変数である「出身中学校の設置主体」が含まれていない．4章の分析との整合性を担保す









































































































この視点に立つときに重要な仮説として先に示した Maximally Maintained 





































複数の教育段階を用いた分析手法として，3章までに用いた Mare (1980, 1981) 
に端を発するトランジションアプローチが有名であり，質的差異を考慮したモ














 𝐹𝐹𝑖𝑖𝑖𝑖𝑋𝑋𝑋𝑋 = 𝜏𝜏0𝜏𝜏𝑖𝑖𝑋𝑋𝜏𝜏𝑖𝑖𝑋𝑋𝜏𝜏𝑖𝑖𝑖𝑖𝑋𝑋𝑋𝑋 
（4.1）  → log𝐹𝐹𝑖𝑖𝑖𝑖𝑋𝑋𝑋𝑋 = 𝜇𝜇0 + 𝜇𝜇𝑖𝑖𝑋𝑋 + 𝜇𝜇𝑖𝑖𝑋𝑋 + 𝜇𝜇𝑖𝑖𝑖𝑖𝑋𝑋𝑋𝑋 
 (ただし𝜇𝜇 = log 𝜏𝜏) 
変数 Xのカテゴリ𝑖𝑖(= 1,2, … , 𝐼𝐼)，変数 Yのカテゴリ𝑗𝑗(= 1,2, … , 𝐽𝐽)に対し，2元分
割表 XYの ijセルの度数Fijは 4つのパラメータの積であらわされる．両辺の対
数を取れば，セル度数の対数値log𝐹𝐹𝑖𝑖𝑖𝑖は 4つのパラメータ𝜇𝜇0, 𝜇𝜇𝑖𝑖𝑋𝑋, 𝜇𝜇𝑖𝑖𝑋𝑋,𝜇𝜇𝑖𝑖𝑖𝑖𝑋𝑋𝑋𝑋 の和で
あらわされる．式（4.1）は，2元分割表に対する飽和モデル（Saturated model, Full 
model）と呼ばれ，IJ個のセルに対して IJ個のパラメータを推定し，その度数













 log𝐹𝐹𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑋𝑋𝑋𝑋𝑋𝑋 = 𝜇𝜇0 + 𝜇𝜇𝑖𝑖𝑋𝑋 + 𝜇𝜇𝑖𝑖𝑋𝑋 + 𝜇𝜇𝑖𝑖𝑋𝑋 + 𝜇𝜇𝑖𝑖𝑖𝑖𝑋𝑋𝑋𝑋 + 𝜇𝜇𝑖𝑖𝑖𝑖𝑋𝑋𝑋𝑋 + 𝜇𝜇𝑖𝑖𝑖𝑖𝑋𝑋𝑋𝑋 + 𝜇𝜇𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑋𝑋𝑋𝑋𝑋𝑋 （4.2） 
となる．第 1項が全体平均（grand mean）パラメータ，第 2～4項が各変数の周






 対数乗法層化モデル(Log-multiplicative layer effect model)は，対数線形モデル
の発展型である．3つの変数 XYZの 3元分割表において，飽和モデルは式（4.2）



























 log𝐹𝐹𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑋𝑋𝑋𝑋𝑋𝑋𝑋𝑋 = 𝜇𝜇0 + 𝜇𝜇𝑖𝑖𝑋𝑋 + 𝜇𝜇𝑖𝑖𝑋𝑋 + 𝜇𝜇𝑖𝑖𝑋𝑋 + 𝜇𝜇𝑖𝑖𝑋𝑋 + 𝜇𝜇𝑖𝑖𝑖𝑖𝑋𝑋𝑋𝑋 + 𝜇𝜇𝑖𝑖𝑖𝑖𝑋𝑋𝑋𝑋 + 𝜇𝜇𝑖𝑖𝑖𝑖𝑋𝑋𝑋𝑋 + 𝜇𝜇𝑖𝑖𝑖𝑖𝑋𝑋𝑋𝑋+ 𝜇𝜇𝑖𝑖𝑖𝑖𝑋𝑋𝑋𝑋 + 𝜇𝜇𝑖𝑖𝑖𝑖𝑋𝑋𝑋𝑋 + 𝜇𝜇𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑋𝑋𝑋𝑋𝑋𝑋 + 𝜇𝜇𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑋𝑋𝑋𝑋𝑋𝑋 + 𝜇𝜇𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑋𝑋𝑋𝑋𝑋𝑋 + 𝜇𝜇𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑋𝑋𝑋𝑋𝑋𝑋 + 𝜇𝜇𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑋𝑋𝑋𝑋𝑋𝑋𝑋𝑋  
とモデルを立てることができる．ただし，このモデルはすべてのパラメータを
推定 できない
・ ・ ・ ・
．なぜなら，このモデル（飽和モデル）の推定されるべきパラメ












 𝜋𝜋𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑋𝑋𝑋𝑋𝑋𝑋𝑋𝑋 = 𝜋𝜋𝑖𝑖𝑋𝑋𝜋𝜋𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖|𝑖𝑖𝑋𝑋𝑋𝑋𝑋𝑋𝑋𝑋  
である．最も基本的な潜在クラスモデルは， 
 










 log𝐹𝐹𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑋𝑋𝑋𝑋𝑋𝑋𝑋𝑋 = 𝜇𝜇0 + 𝜇𝜇𝑖𝑖𝑋𝑋 + 𝜇𝜇𝑖𝑖𝑋𝑋 + 𝜇𝜇𝑖𝑖𝑋𝑋 + 𝜇𝜇𝑖𝑖𝑋𝑋 + 𝜇𝜇𝑖𝑖𝑖𝑖𝑋𝑋𝑋𝑋 + 𝜇𝜇𝑖𝑖𝑖𝑖𝑋𝑋𝑋𝑋 + 𝜇𝜇𝑖𝑖𝑖𝑖𝑋𝑋𝑋𝑋  （4.5） 
















































図 4.4 本論のモデル 
 















 1) 潜在階層変数 F：階層変数は，3章と同様に父職威信スコア，兄弟姉妹数，
父教育年数の 3つの顕在変数（連続）を総合して用いる．
  表 4.1 基礎統計 
  男性   女性 
  度数 (%)  度数 (%) 
中学         
国私立中 123 (5.3%)  166 (6.2%) 
公立中 2,184 (94.7%)  2,515 (93.8%) 
高校          
普通科 A 283 (12.3%)  281 (10.5%) 
普通科 B 825 (35.8%)  1,307 (48.8%) 
職業科 787 (34.1%)  640 (23.9%) 
非進学 412 (17.9%)  453 (16.9%) 
高等教育          
大学 A 166 (7.2%)  41 (1.5%) 
国立大 89 (3.9%)  60 (2.2%) 
私立大 396 (17.2%)  155 (5.8%) 
短大専門 146 (6.3%)  688 (25.7%) 
非進学 1,510 (65.5%)  1,737 (64.8%) 
コーホート         
1935~50年生 1,047 (45.4%)  1,164 (43.4%) 
1951~60年生 540 (23.4%)  614 (22.9%) 
1961~70年生 376 (16.3%)  447 (16.7%) 
1971~85年生 344 (14.9%)  456 (17.0%) 
          
Variable Mean s.d Min Max  Mean s.d. Min Max 
父教育年数 9.43 3.32 6 18  9.79 3.32 6 18 
父職威信 50.22 11.28 23.4 90.1  50.40 11.12 23.4 90.1 
兄弟姉妹数 2.47 1.70 0 11  2.48 1.76 0 11 





 2) 中学校 J： 出身の中学校に関して「国私立中学校=1」「公立中学校
=2」とする． 















も 30%代で安定した「第 2コーホート 1951~1960年生」，
大学進学率が再上昇した「第 3コーホート 1961~1970年
生」，大学進学率が 40%程度で一度落ち着き再び上昇した












































表 4.2 デザイン行列（中西 2000）  表 4.3 本章で用いるデザイン行列 
 大学 A 大学 B 大学 C 短大専門   大学 A 国立大 私立大 短大専門 非進学 
普通科 A 1 5 5 5  普通科A 1 2 2 2 0 
普通科 B 4 2 0 0  普通科B 3 1 1 0 0 
普通科 C 4 0 3 0  職業科 3 0 0 1 0 





表 4.4 対数線形モデルの比較（男性） 





   
2.1 トラッキングのみ 
   
[JH] [HU] -26228.11 45 1 391.00 0.000 
2.2 階層効果のみ [FJ] [FH] [FU] 
  





[HU] -25872.61 49 1 1102.02 0.000 
3 
トラッキング 
+高等教育主効果   
[FU] [JH] [HU] -26084.65 49 2.1 286.93 0.000 
4 中学校階層効果無 
 
[FH] [FU] [JH] [HU] -25862.52 52 3 444.26 0.000 
5 階層効果＋トラッキング [FJ] [FH] [FU] [JH] [HU] -25842.72 53 4 39.60 0.000 
 
4.4 分析結果 1：教育内移動における階層差の生成過程 

















潜んでいるのかを図 4.6，図 4.7で検討する．図 4.6，図 4.7は，階層 Fのうち 
表 4.5 対数線形モデルの比較（女性） 





   
2.1 トラッキングのみ 
   
[JH] [HU] -30414.35 45 1 235.50 0.000 
2.2 階層効果のみ [FJ] [FH] [FU] 
  





[HU] -30133.25 49 1 797.70 0.000 
3 
トラッキング 
+高等教育主効果   
[FU] [JH] [HU] -30320.28 49 2.1 188.14 0.000 
4 中学校階層効果無 
 
[FH] [FU] [JH] [HU] -30121.34 52 3 397.89 0.000 





 表 4.6 対数線形モデルの結果 
  男性    女性   
 beta (s.e.) exp(beta)   beta (s.e.) exp(beta)  
          
潜在クラス                  
1 -2.374 (.178) 0.093 **  -2.990 (.268) 0.050 ** 
2 2.374 (10.735) 10.735   2.990 (19.881) 19.882  
独立変数（潜在クラス１＝1，潜在クラス 2＝－1）       
父教育年数 0.141 (.011) 1.152 **  0.184 (.016) 1.202 ** 
父職威信 0.018 (.003) 1.018 **  0.018 (.004) 1.018 ** 
兄弟姉妹数 -0.117 (.022) 0.889 **  -0.115 (.034) 0.892 ** 
          
中学校                  
国私立 -1.453 (.055) 0.234 **  -1.367 (.056) 0.255 ** 
公立 1.453 --- 4.275   1.367 --- 3.924  
          
潜在クラス 1×          
国私立 0.344 (.056) 1.410 **  0.440 (.064) 1.553 ** 
公立 -0.344 --- 0.709   -0.440 --- 0.644  
          
高等学校                  
普通科 A 0.200 (1.875) 1.221   0.599 (1.357) 1.820  
普通科 B 2.213 (1.829) 9.139   2.421 (1.348) 11.253 † 
職業科 1.057 (1.850) 2.877   0.980 (1.356) 2.664  
非進学 -3.469 --- 0.031 **  -3.999 --- 0.018 ** 
          潜在クラス 1×          
普通科 A 3.065 (1.873) 21.439   2.376 (1.353) 10.764 † 
普通科 B 1.279 (1.825) 3.594   1.191 (1.346) 3.291  
職業科 -0.640 (1.850) 0.527   -0.028 (1.353) 0.972  
非進学 -3.704 --- 0.025   -3.539 --- 0.029  
          
国私立中学×          
普通科 A 0.378 (.139) 1.459 **  0.219 (.120) 1.244 † 
普通科 B 0.028 (.100) 1.028   0.029 (.085) 1.029  
職業科 -0.007 (.122) 0.993   -0.001 (.111) 0.999  
非進学 -0.398 --- 0.671   -0.246 --- 0.782  
























表 4.6 対数線形モデルの結果（Cont.） 
  男性   女性 
 beta (s.e.) exp(beta)   beta (s.e.) exp(beta)  
          
高等教育                 
大学 A -0.753 (2.419) 0.471   -2.726 (8.036) 0.065   
国公立大学 -2.971 (9.297) 0.051   -2.564 (3.101) 0.077  
私立大学 1.305 (2.329) 3.688   0.013 (2.181) 1.013  
短大専門 0.571 (2.345) 1.769   2.613 (2.096) 13.634  
非進学 1.849 --- 6.350   2.664 --- 14.355  
          
潜在クラス１×          
大学 A 1.363 (2.397) 3.907   2.705 (8.029) 14.956  
国公立大学 2.894 (9.307) 18.062   1.731 (3.103) 5.649  
私立大学 -0.034 (2.325) 0.966   0.130 (2.180) 1.139  
短大専門 -1.813 (2.353) 0.163   -1.820 (2.093) 0.162  
非進学 -2.410 --- 0.090   -2.747 --- 0.064  
          
トラッキング          
順位キープ -0.605 (.201) 0.546 **  -0.470 (.116) 0.625 ** 
落伍移動 -0.846 (.365) 0.429 *  0.075 (.270) 1.078  
ご破算上昇 -1.044 (.475) 0.352 *  -2.157 (.451) 0.116 ** 
          N 2307   2681  
log-Likelihood -25842.71754   -30092.08785  
**: p<.01, *: p<.05, †: p<.10 


























4.5 分析結果 2：コーホートによるパスの推移 
 続いて，これまでに確認した階層効果とトラッキングの世代による変化を検 
  





















表 4.7 対数乗法モデルの比較(男性) 
  コーホート変化           Log Likelihood ｄｆ 比較 d_L2 p 
1 無変化 [FJ] [FH] [FU] [JH] [HU] -25842.72 53       
2 中学校のみ変動 [FJ:C] [FH] [FU] [JH] [HU] -25841.03 56 1 3.366 0.339 
3 高校のみ変動 [FJ] [FH:C] [FU] [JH] [HU] -25841.87 56 1 1.696 0.638 
4 高等教育のみ変動 [FJ] [FH] [FU:C] [JH] [HU] -25841.46 56 1 2.510 0.474 
5 中学校・高校変動 [FJ:C] [FH:C] [FU] [JH] [HU] -25840.15 59 1 3.433 0.753 
6 中・高等教育変動 [FJ:C] [FH] [FU:C] [JH] [HU] -25839.72 59 1 5.987 0.425 
7 高校・高等教育変動 [FJ] [FH:C] [FU:C] [JH] [HU] -25840.78 59 1 2.174 0.903 
8 階層効果全変動 [FJ:C] [FH:C] [FU:C] [JH] [HU] -25839.06 62 1 7.313 0.605 
 
パターン変動 [FJC] [FHC] [FUC] [JH] [HU] -25827.69089 77 1 30.053 0.183 
 
表 4.8 対数乗法モデルの比較(女性) 
  コーホート変化           Log Likelihood ｄｆ 比較 d_L2 p 
1 無変化 [FJ] [FH] [FU] [JH] [HU] -30092.09 53 
   
2 中学校のみ変動 [FJ:C] [FH] [FU] [JH] [HU] -30089.51 56 1 5.15 0.161 
3 高校のみ変動 [FJ] [FH:C] [FU] [JH] [HU] -30085.66 56 1 12.85 0.005 
4 高等教育のみ変動 [FJ] [FH] [FU:C] [JH] [HU] -30085.84 56 1 12.49 0.006 
5 中学校・高校変動 [FJ:C] [FH:C] [FU] [JH] [HU] -30083.60 59 3 4.12 0.248 
6 中・高等教育変動 [FJ:C] [FH] [FU:C] [JH] [HU] -30083.32 59 2 4.67 0.198 
7 高校・高等教育変動 [FJ] [FH:C] [FU:C] [JH] [HU] -30080.55 59 4 10.59 0.014 
8 階層効果全変動 [FJ:C] [FH:C] [FU:C] [JH] [HU] -30078.28 62 5 10.64 0.014 




















たものが図 4.12である．グラフの縦軸がコーホートによる Multiplicative effect
を示しており，上に行くほど当該コーホートでの階層効果が大きいことを示し






     





































































































































































































































ーションの手法（Agent Based Simulation; ABS）が可能となった（Gilbert2008; 



















































































































































































































合状態を観察する手法である．先に示した Shelling (1969，1971) の分居モデル











表 5.1 シミュレーションの分類 







































































































𝑆𝑆:  � 𝜆𝜆𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 𝛼𝛼𝑖𝑖1𝐾𝐾
𝑖𝑖
> 𝛽𝛽𝑖𝑖1 𝑊𝑊:  � 𝜆𝜆𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 (𝛼𝛼𝑖𝑖1 + 𝛼𝛼𝑖𝑖2)𝐾𝐾
𝑖𝑖





 続いて，教育段階 1は，教育段階 0の直接の影響を受ける．教育段階 1にお
ける意思決定の条件は， 
 




> 𝛾𝛾1 ∨  � 𝜋𝜋𝑖𝑖𝑖𝑖 𝛽𝛽𝑖𝑖1𝐽𝐽
𝑖𝑖
> 𝛾𝛾1  
 




> 𝛾𝛾1 + 𝛾𝛾2 ∨  � 𝜋𝜋𝑖𝑖𝑖𝑖 �𝛽𝛽𝑖𝑖1 + 𝛽𝛽𝑖𝑖2�𝐽𝐽
𝑖𝑖
> 𝛾𝛾1 + 𝛾𝛾2.  






段階 0を経た後の，教育段階 1への達成分布𝜋𝜋𝑖𝑖𝑖𝑖は， 
 𝜋𝜋(𝑥𝑥𝑖𝑖)𝑖𝑖|1 = 𝐹𝐹𝜀𝜀�𝜏𝜏𝑖𝑖−1 − 𝑥𝑥𝑖𝑖 − 𝜃𝜃1� − 𝐹𝐹𝜀𝜀�𝜏𝜏𝑖𝑖 − 𝑥𝑥𝑖𝑖 − 𝜃𝜃1� （5.1） 
 




 𝜋𝜋(𝑥𝑥𝑖𝑖)𝑖𝑖|2 = 𝐹𝐹𝜀𝜀�𝜏𝜏𝑖𝑖−1 − 𝑥𝑥𝑖𝑖 − 𝜃𝜃2� − 𝐹𝐹𝜀𝜀�𝜏𝜏𝑖𝑖 − 𝑥𝑥𝑖𝑖 − 𝜃𝜃2� （5.2） 
である． 
 これらを踏まえて，教育段階 0に関する意思決定を考える．これまでと同様
に，2つの選択肢[type1, type2]の期待利得の大小関係を見るが，𝜃𝜃1 > 𝜃𝜃2のときに
はどのような定式化によっても，必ずE(type1) > E(type2)となってしまう．そこ










, 𝛾𝛾1� + (1 − 𝜈𝜈𝑖𝑖)






, 𝛾𝛾1� （5.3） 






, 𝛾𝛾1� （5.4） 
となる．この 2式の大小関係によって教育段階 0の意思決定が決まる．すなわ
ち， 
 E(type1) > E(type2) + e 













, 𝛾𝛾1�� − e > 0 
（5.5） 
となる．これが教育段階 0における type1の選択条件である．𝛼𝛼𝑖𝑖1を𝛼𝛼𝑖𝑖1 + 𝛼𝛼𝑖𝑖2に，














































































表 5.2 使用するパラメータ一覧 




   
完全局外パラメータ   
人数
 N 
𝑁𝑁𝑆𝑆 = 400  
𝑁𝑁𝑊𝑊 = 700  
















𝑅𝑅𝑆𝑆~𝐿𝐿𝑁𝑁(−.5,1)  (𝑅𝑅𝑊𝑊 − 1)~𝐿𝐿𝑁𝑁(−.5,1)  (𝑅𝑅𝑈𝑈 − 2)~𝐿𝐿𝑁𝑁(−.5,1)  各階級のリソース 仮定  






































 e  e = 0.002  国私立中学校の参入障壁 仮定  
   
BGMパラメータ 
  












𝛣𝛣 = �𝛽𝛽11 𝛽𝛽12 𝛽𝛽13𝛽𝛽21 𝛽𝛽22 𝛽𝛽23
𝛽𝛽31 𝛽𝛽32 𝛽𝛽33
� = � . 2 . 35 . 45. 35 . 35 . 30. 35 . 50 . 15�   
 
𝜸𝜸 = [γ1, γ2, γ3] = [. 3, .43, .27]   




































表 5.3 コーホートごとの教育達成分布 
 中学校  高校  高等教育 
 国私立 公立  普通科 A 普通科 B 職業科 非進学  A大学 4年制大学 短大専門 非進学 
C1 5.7 94.3  6.33 37.86 25.01 30.80  3.71 9.23 7.78 79.29 
C2 5.0 95.0  11.27 44.19 35.44 9.10  4.42 15.68 17.85 62.05 
C3 6.7 93.3  15.67 50.91 28.92 4.50  5.71 20.05 25.27 48.97 















学校 2タイプ，高校 4タイプ（含非進学），高等教育 4タイプ（A大学，国私立
大学，専門短大，非進学）に設定して，高等教育に関する階層効果(𝜇𝜇𝑒𝑒𝑒𝑒𝐸𝐸𝐸𝐸)を推定
すると図 5.3のような結果になる． 
 図 5.3の値と式（5.6）を対応させると， 
 𝛽𝛽1𝑊𝑊
(1) = 𝜇𝜇1𝑊𝑊𝐸𝐸𝐸𝐸 , 𝛽𝛽1𝑊𝑊(2) = 𝜇𝜇2𝑊𝑊𝐸𝐸𝐸𝐸 , 𝛽𝛽1𝑊𝑊(3) = 𝜇𝜇3𝑊𝑊𝐸𝐸𝐸𝐸  （5.7） 
 𝛽𝛽1𝑈𝑈





最小二乗法と同じロジックで，𝜷𝜷 = �𝛽𝛽1𝑊𝑊(1), 𝛽𝛽1𝑊𝑊(2), 𝛽𝛽1𝑊𝑊(3), 𝛽𝛽1𝑈𝑈(1), 𝛽𝛽1𝑈𝑈(2), 𝛽𝛽1𝑈𝑈(3)�,𝝁𝝁 =[𝜇𝜇1𝑊𝑊𝐸𝐸𝐸𝐸 , 𝜇𝜇2𝑊𝑊𝐸𝐸𝐸𝐸 , 𝜇𝜇3𝑊𝑊𝐸𝐸𝐸𝐸 , 𝜇𝜇1𝑈𝑈𝐸𝐸𝐸𝐸 , 𝜇𝜇2𝑈𝑈𝐸𝐸𝐸𝐸 , 𝜇𝜇3𝑈𝑈𝐸𝐸𝐸𝐸]として   















































表 5.4 トラッキング効果の実測値 
 普通科 A 普通科 B 職業科 
国私立中 0.302 0.520 0.179 
公立中 0.124 0.526 0.350 
 0.136 0.525 0.338 
    
 大学 A 国立・私立大 専門短大 
普通科 A 0.227 0.521 0.252 
普通科 B 0.090 0.391 0.520 
職業科 0.005 0.308 0.687 
 0.114 0.414 0.332 






























国私立中学校出身者の普通科 A，Bへの進学率はそれぞれ 0.302，0.520なので， 





� − 𝐹𝐹𝜀𝜀 �
𝜏𝜏2 − ?̅?𝑥1
𝜎𝜎1
� = 0.520 (5.9b) 
の連立方程式を解けばよい．これらを?̅?𝑥1,𝜎𝜎1について解くと 
 
𝜎𝜎1 = 𝜏𝜏1 − 𝜏𝜏2𝐹𝐹𝜀𝜀−1(0.698) − 𝐹𝐹𝜀𝜀−1(0.178)  
 ?̅?𝑥1 = 𝜏𝜏1 − 𝜎𝜎1𝐹𝐹𝜀𝜀−1(1 − 0.302)  
となる．能力分布 Xが𝑁𝑁(50,10)に従うとすれば，周辺度数から𝜏𝜏1, 𝜏𝜏2はそれぞれ， 
 𝜏𝜏1 = 𝐹𝐹𝑋𝑋−1(1 − 0.14) = 60.8  
 𝜏𝜏2 = 𝐹𝐹𝑋𝑋−1(1 − 0.14 − 0.52) = 45.87  
と算出される．これを用いて 
 
𝜎𝜎1 = 𝜏𝜏1 − 𝜏𝜏2𝐹𝐹𝜀𝜀−1(0.698) − 𝐹𝐹𝜀𝜀−1(0.178) = 10.51  
 ?̅?𝑥1 = 𝜏𝜏1 − 𝜎𝜎1𝐹𝐹𝜀𝜀−1(0.698) = 55.50  
となる．同様に，公立中学校出身者に関しては，能力の標準偏差をσ2とし， 





� − 𝐹𝐹𝜀𝜀 �
𝜏𝜏2 − ?̅?𝑥2
𝜎𝜎2
� = 0.526 (5.10b) 
を解いて， 
 𝜎𝜎2 = 9.83  










 𝜋𝜋(𝑥𝑥𝑖𝑖)𝑖𝑖|1 = 𝐹𝐹𝜀𝜀�𝜏𝜏𝑖𝑖−1 − 𝑥𝑥𝑖𝑖 − 𝜃𝜃1� − 𝐹𝐹𝜀𝜀�𝜏𝜏𝑖𝑖 − 𝑥𝑥𝑖𝑖 − 𝜃𝜃1� （国私立出身） 




 𝜆𝜆(𝑥𝑥𝑖𝑖; 𝑗𝑗)𝑖𝑖 = 𝐹𝐹𝜀𝜀�𝜏𝜏𝑖𝑖−1 − 𝑥𝑥𝑖𝑖 − 𝜓𝜓𝑖𝑖� − 𝐹𝐹𝜀𝜀�𝜏𝜏𝑖𝑖 − 𝑥𝑥𝑖𝑖 − 𝜓𝜓𝑖𝑖�  
と示せる．細かい過程は省略するが，高校段階と同様の方法で算出される𝜓𝜓𝑖𝑖の
値を表 5.5にまとめる． 
表 5.5 トラッキングパラメータの計算値 
中学→高校  高校→高等教育 
𝜃𝜃1 =    0.524 σ1 = 10.11  𝜓𝜓1 =    0.591 𝜙𝜙1 = 8.990 
𝜃𝜃2 = −0.048 σ2 = 9.826  𝜓𝜓2 = −0.120 𝜙𝜙2 = 9.864 





𝛢𝛢 = �. 9 . 1 0. 6 . 3 . 1. 4 . 4 . 2� 
として，1セット試行の合併データから，出身階層と教育段階 2に関するクロ
ス集計表を作成すると，表 5.6のようになる． 
表 5.6 シミュレーションの結果例 
  大学 1 大学 2 大学 3 非進学 合計 
高校 1 257 62 76 5 400 
 (64.3%) (15.5%) (19.0%) (1.3%) (100.0%) 
高校 2 227 67 61 345 700 
 (32.4%) (9.6%) (8.7%) (49.3%) (100.0%) 
高校 3 116 16 32 736 900 
  (12.9%) (1.8%) (3.6%) (81.8%) (100.0%) 
合計 600 145 169 1086 2000 
  (30.0%) (7.3%) (8.5%) (54.3%) (100.0%) 
 ここから算出される対数オッズ比は，各クラス／学校段階ごとの対数オッズ
比（𝛽𝛽）は以下の通りである． 
表 5.7 シミュレーションの評価例 
  𝛽𝛽 𝜇𝜇 𝛽𝛽 − 𝜇𝜇 (𝛽𝛽 − 𝜇𝜇)2 
Uクラス/Sク
ラス 
1 -4.358 -2.074 -2.284  5.218  
2 -4.157 -3.683 -0.474 0.224  
3 -4.454 -5.787 1.333 1.777  
      
Wクラス/Sク
ラス 
1 -5.787 -2.684 -3.103 9.630  
2 -6.346 -2.112 -4.234 17.930  












𝛢𝛢∗ = �. 87 . 11 . 02. 80 . 03 . 17. 34 . 45 . 21� (5.11) 
のもとで，係数の組合せは，表 5.8のようになった． 
係数の乖離の 2乗和はℒ∗ = 11.493となった．推定に使った 6つの係数が漸近
的に正規分布に従うと仮定すれば，ℒの値は自由度 6の χ2乗分布にしたがう．1 − χ62(ℒ) = 0.104であり，棄却域に入っていないことから，この値が現実の値と
大きくかい離していないといってよいだろう． 
 
表 5.8 パラメータの最尤値と評価 
  𝛽𝛽 𝜇𝜇 𝛽𝛽 − 𝜇𝜇 (𝛽𝛽 − 𝜇𝜇)2 
Uクラス/Sクラス 
1 -3.467 -2.074 -1.393 1.941 
2 -3.357 -3.683 0.326 0.106 
3 -3.065 -5.787 2.722 7.411 
  
    
Wクラス/Sクラス 
1 -1.565 -2.684 1.119 1.251 
2 -1.446 -2.112 0.666 0.444 
3 -1.270 -1.853 0.583 0.339 
  
    
    合計 11.493 
Estimated by R 3.1.1 vglm function in “VGAM” package 
 最尤解として採用されたパラメータ𝛢𝛢について考察してみよう．まず目に付く
のは𝛼𝛼31 = 0.34である．これは， 𝛽𝛽21 = 𝛽𝛽31 = 0.35よりも小さい．𝛼𝛼21 = 0.80はこ




 一方，Wクラスに関してはどうか．𝛼𝛼31 + 𝛼𝛼32 = 0.79は，𝛾𝛾1 + 𝛾𝛾2 = 0.73より大
きいが𝛽𝛽31 + 𝛽𝛽32 = 0.80よりもわずかに小さい．Wクラスに関しても，教育段階
2への進学は，リスクを伴う選択肢であることがいえる 7．これらのパラメータ
をすべて用いて，階級ごとの期待利得の関係を示すと図 5.5，5.6のようになる．



































図 5.5 最適パラメータによる進学意思決定グラフ（高校） 
 











































































� = 𝛽𝛽0(𝑚𝑚) + �𝜉𝜉𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑚𝑚)𝛼𝛼𝑖𝑖𝑖𝑖











� ,𝜶𝜶 = [𝛼𝛼11,𝛼𝛼12,𝛼𝛼21,𝛼𝛼22,𝛼𝛼31,𝛼𝛼32]𝑡𝑡として，  [𝜷𝜷 𝛤𝛤] �1𝜶𝜶� = 𝝁𝝁 
 の関係が成り立つ．6つの未知数αに対して 6つの方程式が立てられるので，これを満たすαの組合せ










6 試行によっては教育段階 2においてタイプ 3への配分がない場合もしばしば起こりうる．その際には
タイプ 3に対する係数が算出できないため，便宜的に-1000を代入している．乖離度の値が枠外にあ
るような結果は，この操作によるものである． 
7 𝛼𝛼31と𝛾𝛾1の差も𝛼𝛼31 + 𝛼𝛼32と𝛽𝛽31 + 𝛽𝛽32の差も 0.1とわずかである．これらの差が本質的なものであるのか
という点は議論を要する．確認のために，𝜶𝜶3 = (0.30,0.54,0.16)としてα31 = 𝛾𝛾1の下でのシミュレーシ
















































は同じ P の組み合わせの下でそれぞれ独立に 10 回のシミュレーションを行い，
それぞれで得られた係数の群に対して分析を行う． 





 𝜁𝜁𝑖𝑖𝒑𝒑 = 𝜉𝜉0𝒑𝒑 + 𝑟𝑟𝑖𝑖𝒑𝒑 
(6.1) 













大した社会 (0.05,0.50, 0.45)，タイプ 1 が拡大し，二極化が進行した社会(0.4, 0.05, 0.55)の 3 パターンを想定する．高等教育の分布である𝑃𝑃31,𝑃𝑃32,𝑃𝑃33も，
 




高校段階同様セットで変動させる．若年層の値に近い(0.05, 0.2, 0.75)とタイプ 1
が肥大化し，タイプ 2 が縮小した社会(0.3, 0.05, 0.65)の 2 パターンを想定する．
















層は S クラス，進学パターンは非進学を基準としている．すべての P の組合せ
において，負の値を示している．つまり Sクラスに比べて Wクラスも Uクラス 
 
































6.2.2 分析結果 2：質的差異の変動 
 続いて，各学校段階の質的な差異を考慮した場合の分析結果を示す．本章で
は，中学校段階で 2 タイプ，高校段階で 3 タイプ，高等教育段階で 3 タイプの























図 6.6 国私立中学校比率による高校格差の予測 
 















階において，S クラスはタイプ 1（上位校），W,U クラスはタイプ 2（中位校）
という棲み分けのような現象が起こることが予測される． 






























図 6.8 国私立中比率とトラッキングの関係 
 





















































































































































 クロス表 1   クロス表 2 
 A B C D 計   A B C D 計 
S 21 139 202 38 400  S 120 100 100 80 400 
W 15 203 379 103 700  W 100 160 200 240 700 



































比例条件付きロジットモデル（Hauser and Andrew 2006）およびその発展系を用
いた分析を行った．分析の結果，高等教育段階の選抜より高校段階における選




























































































































































































































































































































































































































































𝑓𝑓(𝑥𝑥) = ∑ 𝛼𝛼𝑖𝑖(𝑥𝑥 − 𝑎𝑎)𝑖𝑖∞𝑖𝑖=0 と表される�ただし𝛼𝛼𝑖𝑖 = 𝑓𝑓(𝑘𝑘)(𝑎𝑎)𝑖𝑖! �．この定理は多変量関数にも適用されるため，一
般的な線形モデルは，真たる関数形の近似として見ることができる．関数𝑓𝑓(𝑥𝑥)が𝐶𝐶𝑛𝑛級(1 ≤ n < ∞)であ













A1 浜田（2009）毛塚（2013）が用いた進学率とその関係  
 まず，各クラスでの進学率は，進学による期待利得が非進学による期待利得
を超える確率として定義できる．Sクラスの進学率は Pr(Pr(𝑆𝑆|𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠) > Pr(𝑆𝑆|𝑙𝑙𝑙𝑙𝑠𝑠𝑙𝑙𝑙𝑙)) = Pr�𝜋𝜋𝛼𝛼1 + (1 − 𝜋𝜋)𝛽𝛽1
𝛾𝛾1
> 1� 
である．このとき，Sクラスの進学率𝑓𝑓𝑆𝑆は，1 − Pr �𝜋𝜋𝛼𝛼1+(1−𝜋𝜋)𝛽𝛽1𝛾𝛾1 < 1� = 1 − pr �𝜋𝜋 ≤ 𝛾𝛾1−𝛽𝛽1𝛼𝛼1−𝛽𝛽1�
であり，𝜋𝜋を確率変数𝛱𝛱の実現値とすれば，𝑓𝑓𝑆𝑆 = 1 − 𝐹𝐹Π �𝛾𝛾1−𝛽𝛽1𝛼𝛼1−𝛽𝛽1�となる．同様の手順
で𝑓𝑓𝑊𝑊 = 1 − 𝐹𝐹Π �𝛾𝛾1+𝛾𝛾2−(𝛽𝛽1+𝛽𝛽2)𝛼𝛼1+𝛼𝛼2−(𝛽𝛽1+𝛽𝛽2)�とわかる．ここから，進学率の階級差が生じる条件は， 




< 𝛾𝛾1 + 𝛾𝛾2 − (𝛽𝛽1 + 𝛽𝛽2)










A.2 進学選択による期待値𝐸𝐸𝑆𝑆(𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠),𝐸𝐸𝑊𝑊(𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠) は能力𝑥𝑥に関して増加． 
 
 𝐸𝐸𝑆𝑆(𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠)が能力𝑥𝑥に関して増加関数であることを示すには，∂∂𝑥𝑥 𝐸𝐸𝑆𝑆(𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠) > 0を示
せばよい．定義より， 
𝐸𝐸𝑆𝑆(𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠) = � 𝜋𝜋𝑖𝑖𝑖𝑖𝛼𝛼𝑖𝑖1𝐾𝐾
𝑖𝑖=1
 










𝐸𝐸𝑆𝑆(𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠) = ∂∂𝑥𝑥� {𝐹𝐹𝜀𝜀(𝜏𝜏𝑖𝑖−1 − 𝑥𝑥𝑖𝑖) − 𝐹𝐹𝜀𝜀(𝜏𝜏𝑖𝑖 − 𝑥𝑥𝑖𝑖)}𝛼𝛼𝑖𝑖1𝐾𝐾𝑖𝑖=1  = � {−𝑓𝑓𝜀𝜀(𝜏𝜏𝑖𝑖−1 − 𝑥𝑥𝑖𝑖) + 𝑓𝑓𝜀𝜀(𝜏𝜏𝑖𝑖 − 𝑥𝑥𝑖𝑖)}𝛼𝛼𝑖𝑖1𝐾𝐾
𝑖𝑖=1
 
= −α11𝑓𝑓𝜀𝜀(𝜏𝜏0 − 𝑥𝑥𝑖𝑖) + α11𝑓𝑓𝜀𝜀(𝜏𝜏1 − 𝑥𝑥𝑖𝑖) − α21𝑓𝑓𝜀𝜀(𝜏𝜏1 − 𝑥𝑥𝑖𝑖) + α21𝑓𝑓𝜀𝜀(𝜏𝜏2 − 𝑥𝑥𝑖𝑖) −⋯− αK1𝑓𝑓𝜀𝜀(𝜏𝜏𝐾𝐾−1 − 𝑥𝑥𝑖𝑖) + αK1𝑓𝑓𝜀𝜀(𝜏𝜏𝐾𝐾 − 𝑥𝑥𝑖𝑖) = � 𝑓𝑓(𝜏𝜏𝑖𝑖 − 𝑥𝑥𝑖𝑖)�𝛼𝛼𝑖𝑖1 − 𝛼𝛼𝑖𝑖+1,1�𝐾𝐾−1
𝑖𝑖=1
> 0. 






2.4 節で示した 2 段階モデルにおいて，S クラスの進学条件を特定した．2.5
以降のノーテーションに従って書き直すと，1段階目では 
𝜋𝜋𝑖𝑖{𝜆𝜆𝑖𝑖𝜙𝜙1 + (1 − 𝜆𝜆𝑖𝑖)𝜀𝜀1} + (1 − 𝜋𝜋𝑖𝑖)𝛽𝛽1 > 𝛾𝛾1         or        𝜋𝜋𝑖𝑖𝛿𝛿1 + (1 − 𝜋𝜋𝑖𝑖)𝛽𝛽1 > 𝛾𝛾1. 
2段階目は 
𝜆𝜆𝑖𝑖𝜙𝜙1 + (1 − 𝜆𝜆𝑖𝑖)𝜀𝜀1 > 𝛿𝛿1 
であらわされる．これらを整理すると，それぞれ  𝜋𝜋𝑖𝑖 > 𝛾𝛾1 − 𝛽𝛽1𝜆𝜆𝑖𝑖(𝜙𝜙1 − 𝜀𝜀1) + (𝜀𝜀1 − 𝛽𝛽1)      or     𝜋𝜋𝑖𝑖 > 𝛾𝛾1 − 𝛽𝛽1𝛿𝛿1 − 𝛽𝛽1 
𝜆𝜆𝑖𝑖 > 𝛿𝛿1 − 𝜀𝜀1𝜙𝜙1 − 𝜀𝜀1 





れる．𝑑𝑑1(𝜆𝜆) = 𝛾𝛾1−𝛽𝛽1{𝜆𝜆(𝜙𝜙1−𝜀𝜀1)+(𝜀𝜀1−𝛽𝛽1)} ,𝜃𝜃1∗ = 𝛿𝛿1−𝜀𝜀1𝜙𝜙1−𝜀𝜀1 , 𝜅𝜅1∗ = 𝛾𝛾1−𝛽𝛽1𝛿𝛿1−𝛽𝛽1 として 




















 毛塚 (2013) においては，高等教育進学率を 







ステムにおいて 2 回とも選択が可能である場合の確率，すなわちPr�𝐸𝐸𝑆𝑆(𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠, 𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠2) > 𝐸𝐸𝑠𝑠(𝑙𝑙𝑙𝑙𝑠𝑠𝑙𝑙𝑙𝑙) ∧ 𝐸𝐸𝑆𝑆(𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠, 𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠2) > 𝐸𝐸𝑠𝑠(𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠, 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑠𝑠𝑙𝑙𝑙𝑙2)�である．1 段階目に
Stay を選択した者のうち，Failure に割り振られたものは 2 回目の選択をする
ことはできない．よって，高等教育進学率はこの確率にさらに進学者が Success
に割り振られる確率を乗じなければならない．Success と Failure の振り分け
が完全に能力によって行われるならば，進学者が Success に割り振られる確率
は，能力を示す確率変数 X と誤差項を示す確率変数εに対して，Pr(𝑋𝑋 + 𝜀𝜀 > 𝜏𝜏2)で
ある．𝑋𝑋~𝑁𝑁(𝜇𝜇𝑋𝑋, 𝜎𝜎𝑋𝑋2), 𝜀𝜀~𝑁𝑁(0,𝜎𝜎𝜀𝜀2),𝑋𝑋 ⊥ 𝜀𝜀 であるとき，𝑋𝑋 + 𝜀𝜀~𝑁𝑁(𝜇𝜇𝑋𝑋,𝜎𝜎𝑋𝑋2 + 𝜎𝜎𝜀𝜀2) であるため，




















2 + 𝜎𝜎𝜀𝜀2�� � 𝑓𝑓𝛱𝛱,𝛬𝛬(𝜋𝜋, 𝜆𝜆)𝑑𝑑𝜋𝜋1𝑑𝑑1(𝜆𝜆) 𝑑𝑑𝜆𝜆1𝜃𝜃1∗  >  Φ� 𝜇𝜇𝑋𝑋 − 𝜏𝜏2�𝜎𝜎𝑋𝑋2 + 𝜎𝜎𝜀𝜀2�� � 𝑓𝑓𝛱𝛱,𝛬𝛬(𝜋𝜋, 𝜆𝜆)𝑑𝑑𝜋𝜋1𝑑𝑑3(𝜆𝜆) 𝑑𝑑𝜆𝜆1𝜃𝜃3∗  

















図 A.1 主観的成功確率による進学領域 
 4 章で示した諸モデルの関係は以下のとおりである．もっとも一般化した多





図 A.2 2 章に示した諸モデルの相互関係 
 
1 浜田（2009）においては𝛼𝛼3 = 0とおいていたので，条件は𝛼𝛼1−𝛾𝛾1𝛼𝛼1−𝛽𝛽1 > 𝛾𝛾3𝛽𝛽3 となっている． 







そこから得られる期待利得と対応している．高等教育を U，高校を H，中学を Jと表記すると最も右
上の領域から反時計回りに，期待利得の大きさはそれぞれ(U > H > J), (H > U > J), (H > J > U), (J > H >U), (J > U > H), (U > J > H)となる． 
3 𝛱𝛱と𝛬𝛬が互いに独立な一様分布とみなせるなら，Sクラスの各学校段階の進学率は，それぞれの領域の
面積に等しくなる．高校進学率は，PS(𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠) = ∫ �1 − 𝛾𝛾1−𝛽𝛽1𝜆𝜆(𝜙𝜙1−𝜀𝜀1)+(𝜀𝜀1−𝛽𝛽1)� 𝑑𝑑𝜆𝜆10 + ∫ � 𝛾𝛾1−𝛽𝛽1𝛬𝛬(𝜙𝜙1−𝜀𝜀1)+(𝜀𝜀1−𝛽𝛽1) −𝜃𝜃∗0
𝛾𝛾1−𝛽𝛽1
𝛿𝛿1−𝛽𝛽1
� 𝑑𝑑𝜆𝜆 = 1 − 𝛾𝛾1−𝛽𝛽1
𝜙𝜙1−𝜀𝜀1
�log �𝜙𝜙1−𝛽𝛽1


























program define pplogit 
tempname theta 
args lnf theta1 theta2 theta3 
gen `theta' = `theta1' + `theta3' + (`theta2'*`theta3') 
quietly replace `lnf' = ln(exp(`theta')/(1+exp(`theta'))) if$ML_y1==1 
quietly replace `lnf' = ln(1/(1+exp(`theta'))) if $ML_y1==0 
end 
 
ml model lf pplogit (outcome = trans1 trans2 T1C T2C , nocons) (trans2 cohort 



















* J(2): private1 public2 
* H(4) 
* U(5) 
* C(4): ~50 1, ~60 2, ~70 3, ~85 4 
* x1 : year father's edu  






dim 2 2 4 5 4  
lab  X J H U C  x 
mod X|x {X  cov(x 1 X c -1) cov(x 2 X c -1) 
      cov(x 3 X c -1)} 
      J|XC   {JC spe(JX 1a C b)} 
      H|JXC  {HC spe(HX 1a C b) JH} 
      U|HJXC {UC spe(UX 1a C b)  
  fac(HU 5)  wei(UH)} 
rec 2307 
des [1 0 1 0 1 0 
      1 2 2 2 0 
      3 1 1 2 0 
      3 0 0 1 0 
      0 0 0 0 0] 
dat mal.dat 
sta X [.1 .9] 
sta wei(HU) [1 1 1 1 1 
                 1 1 1 1 1 
                 1 1 1 1 1 











* define variables 
* use 1 latent variable 
* use 4 categorical 
variables  
* use 3 continuous variables 
 







* N=2307 in record data 
“male” 
* Multiple component 































ション関数の定義，2) 利得行列𝛢𝛢 推定のための反復シミュレーション，3) 制度






































tau21<-qnorm(1-p21,50,10) ; tau22<-qnorm(1-p21-p22,50,10)  
tau31<-qnorm(1-p31,50,10) ; tau32<-qnorm(1-p31-p32,50,10)  
 
theta1<-.5238 ; theta2<- -.0384 
sigma1<-10.11 ; sigma2<- 9.826 
 
psi1<-.5914 ; psi2<--.1198 ; psi3<--.6018 











































#####Decision making ################# 
M11<-ifelse(E1_1>EL_1,E1_1,EL_1) ; M1 
<-ifelse(M11>ifelse(class=="S",c1[1],ifelse(class=="W",c1[1]+c1[2],0.99)),M11,ifelse(clas
s=="S",c1[1],ifelse(class=="W",c1[1]+c1[2],0.99))) 







  M1,M2,class=class, r=r) 
 
############ Lower Secondary ! 





 print("NON private")) 
d<-rbind(subd01,subset(d,d$pri1==9)) 
d[d$pri1==1,"x"]<-ifelse(nrow(d[d$pri1==1,])>1,  
   d[d$pri1==1,"x"] + 
rnorm(nrow(d[d$pri1==1,]),theta1,sqrt(abs(sigma1^2-var(d[d$pri1==1,"x"])))) 
    ,ifelse(nrow(d[d$pri1==1,])==0,d[d$pri1==1,"x"], 
   d[d$pri1==1,"x"] + 
rnorm(nrow(d[d$pri1==1,]),theta1,sqrt(abs(sigma1^2))) 
   )) 




######### Upper secondary !! 
d$stay1<-ifelse( 
  ifelse(d$pri1==1,d$M1,d$M2) > 




subd11[rank(-1*subd11$x+rnorm(nrow(subd11),0,6))<=n* p21     ,"stay1"]<-1 
d<-rbind(subd11,subset(d,d$stay1==9)) 
 #tracking2 
d[d$stay1==1,"x"]<- d[d$stay1==1,"x"] + 
rnorm(nrow(d[d$stay1==1,]),psi1,sqrt(abs(phi1^2-var(d[d$stay1==1,"x"])))) 
d[d$stay1==2,"x"]<- d[d$stay1==2,"x"] + 
rnorm(nrow(d[d$stay1==2,]),psi2,sqrt(abs(phi2^2-var(d[d$stay1==2,"x"])))) 
ifelse(nrow(d[d$stay1==3,])>1, 
 d[d$stay1==3,"x"]<- d[d$stay1==3,"x"] + 
rnorm(nrow(d[d$stay1==3,]),psi3,sqrt(abs(phi3^2-var(d[d$stay1==3,"x"])))) 
  ,ifelse (nrow(d[d$stay1==3,])==1, 
       d[d$stay1==3,"x"]<- d[d$stay1==3,"x"] + 
rnorm(nrow(d[d$stay1==3,]),psi3,sqrt(abs(phi3^2))) 





  ) 
 
######### Higher Educaiton!!! 
d$E<-ifelse(d$stay1==1,d$E_s2.1, ifelse(d$stay1==2,d$E_s2.2, d$E_s2.3)) 
d$E_L2<-ifelse(d$stay1==1, b1[1], ifelse(d$stay1==2,b2[1], b3[1]))  
d$E_L2<-ifelse(d$class=="W", 
  ifelse(d$stay1==1, b1[1]+b1[2],
 ifelse(d$stay1==2,b2[1]+b2[2], b3[1]+b3[2])) ,d$E_L2)  
d$E_L2<-ifelse(d$class=="U", 0.95 ,d$E_L2)  
 















p21<-c(6.33,11.27,15.67,20.63)/100 ; p22<-c(37.86,44.19,50.91,45.75)/100 
p31<-c(3.71,4.42,5.71,3.38)/100 ; p32<-c(9.23,15.68,20.05,18.75)/100 
beta<-matrix(c(-2.68,-2.11,-1.85,-2.07,-3.68,-5.79),6,1) 
 































for(i in 1:4){ 
 sim.i<-BGM3(p1[i],p21[i],p22[i],p31[i],p32[i]) 
 sim.p[sim.p$stay2==9,"stay2"]<-0  
 sim.i<-sim.i[,c("stay1","stay2","stay0","class","x","r")] 
 rec.n<-rbind(rec.n,sim.i) 
  } 
# ifelse(nrow(rec.n[rec.n$stay2==3,])==0,rec.n<-rbind(rec.n,dummy.d),print("NO 
Problem")) 
 ifelse(nrow(rec.n[rec.n$stay2==3,])==0,print("Problem"),print("NO Problem")) 
  
 result<-vglm(stay2~class ,data=rec.n,family=multinomial()) 
 m.sim<-if(length(coef(result))==9) { matrix(coef(result),9,1)[4:9,] 
   }else{ 
   matrix(c( coef(result)[1],coef(result)[2],-1000, 
     coef(result)[3],coef(result)[4],-1000, 


























p1<- c( 5,10,20,50, 5,10,20,50, 5,10,20,50,  5,10,20,50, 5,10,20,50, 5,10,20,50)/100 
p21<-c(10,10,10,10,20,20,20,20,40,40,40,40, 10,10,10,10,20,20,20,20,40,40,40,40)/100 
p22<-c(40,40,40,40,30,30,30,30, 5, 5, 5, 5, 40,40,40,40,30,30,30,30, 5, 5, 5, 5)/100 
p31<-c( 5, 5, 5, 5, 5, 5, 5, 5, 5, 5, 5, 5, 30,30,30,30,30,30,30,30,30,30,30,30)/100  
p32<-c(20,20,20,20,20,20,20,20,20,20,20,20,  5, 5, 5, 5, 5, 5, 5, 5, 5, 5, 5, 5)/100 
 









for(m in 1:length(p1)){coefmat<-numeric(0);print(m) 
 for (i in 1:10){ 
  sim.p<-BGM3(p1[m],p21[m],p22[m],p31[m],p32[m]) 
  sim.p<-rbind(sim.p,c(rep(0,19),"1S",0,9,FALSE,9,0,0,3)) 
  sim.p[sim.p$stay2==9,"stay2"]<-0 
  sim.p[sim.p$stay1==9,"stay1"]<-0 
 
 table.p<-as.data.frame(table(sim.p$stay0,sim.p$stay1,sim.p$stay2,sim.p$class)) 
  colnames(table.p)<-c("stay0","stay1","stay2","class","Freq") 
 
 table.p$stay1<-as.factor(table.p$stay1);table.p$stay2<-as.factor(table.p$stay2) 
  table.p[table.p$stay2==3 & table.p$stay1==0,]$Freq<-0 
   table.p$fac1<- table.p$stay1==1 &  table.p$stay2==1  | 
table.p$stay1==2 & table.p$stay2==2 | table.p$stay1==3 & table.p$stay2==3 
   table.p$fac2<- table.p$stay1==1 & (table.p$stay2==2  | 
table.p$stay2==3) 
   table.p$fac3<-(table.p$stay1==2 |  table.p$stay1==3) & 
table.p$stay2==1  






  coefmat<-cbind(coefmat,p.sim) 
  } 
 coef.m<-cbind(coef.m,rowSums(coefmat)/i) 
 ws0<-c(ws0,coefmat[1,]);us0<-c(us0,coefmat[2,]) 
 ws11<-c(ws11,coefmat[3,]);us11<-c(us11,coefmat[4,]); ws12<-c(ws12,coefmat[5,]); 





   
 ,coefmat[8,],coefmat[9,],coefmat[10,],coefmat[11,],coefmat[12,],coefmat[13,],coe
fmat[14,] 
   
 ,coefmat[15,],coefmat[16,],coefmat[17,],coefmat[18,],coefmat[19,],coefmat[20,], 
    p1[m],p21[m],p22[m],p31[m],p32[m]) 
 repd  <-rbind(repd,repd.m) 
};colnames(repd)<-c("m","ws0","us0","ws11","us11","ws12","us12","ws13","us13","ws21","us2
1","ws22","us22","ws23","us23", 
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